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滋賀県中小企業活性化施策実施計画の検証

滋賀県中小企業の活性化の推進に関する条例（平成24年滋賀県条例第66号）第11条第1項
に基づき、毎年、前年度の「滋賀県中小企業活性化施策実施計画」の検証を実施している。

PDCAサイクルにより、検証結果を、今年度の事業執行や次年度の実施計画に反映している。

事業の評価方法

令和４年度実施計画の全111事業について実施。
数値目標の達成状況を基本に、事業全体をA～Dの4段階で評価するとともに、
３つの重点施策の31事業については、より詳細な評価を実施。
※重点施策各事業の評価については、「別冊」参照

中小企業活性化施策実施計画の検証および施策への反映（条例第11条）

実 施 計 画策 定

実 施

反 映

検 証

中小企業活性化審議会

意見

意見交換会、各団体の会合、企業訪問など

中小企業者、関係団体等、市町

意見
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Ⅰ 中小企業の持続的な発展に向けた支援
新型コロナウイルス感染症の影響を受けた中小企業、とりわけ小規模企業が危機を乗り越え活力を取り戻し、
事業の持続的な発展が図られるよう、経営の安定および向上への支援に取り組んだ。

Ⅱ 中小企業を支える多様な人材の確保・育成支援
人生100年時代を見据え、多様な人材が活躍できる働き方改革や、経済団体との連携による支援などを通じて、
企業が求める人材を確保・活用する取組など、中小企業を担うひとづくりの推進に取り組んだ。

Ⅲ 次代を見据えた中小企業の新たな挑戦への支援
経済・社会情勢が大きく変容する中、新分野への展開や業態転換、ＣＯ₂ネットゼロ社会の実現、社会的課題の
解決に繋がる新事業創出、ＤＸの加速化など、次代を見据えて新たな挑戦を行う中小企業の飛躍を支援した。

令和４年度 滋賀県中小企業活性化施策実施計画の概要

中小企業の「経営基盤の強化」と「新たな挑戦への支援」を施策の両輪としてバランスよく展開する。

中小企業活性化施策の方向性

● 中小企業による自らの成長を目指す取組の円滑化(第８条第２項)

● 中小企業の経営基盤の強化(第８条第３項)

● 産業分野の特性に応じた中小企業の事業活動の活発化(第８条第４項)

中小企業者および関係団

体等の有機的な連携の促

進(第９条第１項)

中小企業活性化施策の基本方針（条例第８条、９条）

【令和４年度 全111事業（重点施策31事業）・予算額347億円】令和４年度の３つの重点施策

特徴（目標設定、物価高騰対策等）
各事業において可能な限り、アウトカム目標を掲げるよう工夫した。
原油価格・物価高騰により大きな影響を受けている事業者を支援するため、補正予算を編成するなど
柔軟かつ機動的に経済対策に取り組んだ。 3



原油価格・物価高騰への対応 ①

中小企業においては原油価格・物価高騰の影響により依然として厳しい状況にあるが、資金
繰り支援や消費喚起による中小企業支援、地域経済活性化に向けた支援、省エネ・再エネを
推進するための補助事業などを実施し、国の支援策とも相まって、事業活動を下支えすると
ともに、前向きな取組に対して支援を行った。

【原油価格・物価高騰対策に係る経済・雇用対策】
５月補正予算、７月補正予算、11月補正予算
事業者支援に係る補正予算総額 約34.4億円

【主な支援策の実績】

●中小企業振興資金貸付金、中小企業振興資金保証料軽減補助事業
県制度融資に、短期事業資金（原油価格・物価高騰対応枠）およびセーフティネット資金（ポスト

コロナ新規枠・借換枠）を創設し、短期事業資金（原油価格・物価高騰対応枠）については、保証料
軽減補助を実施

融資実績：短期事業資金（原油価格・物価高騰対応枠） 28件（177,000千円）
セーフティネット資金（ポストコロナ新規枠・借換枠） 403件（5,881,309千円）

●電子割引券発行による中小・小規模事業者応援事業
小売・サービス・飲食業の店舗を運営する中小企業者等を支援するため、電子割引券を発行
令和４年11～12月（第１弾）参加登録店舗数：5,273店、割引利用額10.8億円
令和５年１～２月（第２弾）参加登録店舗数：6,037店、割引利用額15.2億円
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原油価格・物価高騰への対応 ②

●プロフェッショナル人材戦略拠点運営事業
物価高騰等の影響を受ける中小企業の経営課題解決に向けた専門人材の確保を支援
補助金交付実績 12社（雇用８社、副業４社） 6,202千円（雇用5,926千円、副業276千円）

●事業所省エネ・再エネ等推進加速化事業
物価高騰等の影響を受ける中小企業等の省エネ・再エネ設備の整備に対する支援
補助交付実績 85件（94,295千円）

●近未来技術等社会実装推進事業
ＣＯ₂ネットゼロに資する技術等の社会実装に向けた企業の取組を支援
補助交付実績 11件（93,228千円）
うち臨時交付金充当５件（63,968千円）

●プロジェクトチャレンジ支援事業
ＣＯ₂ネットゼロに資する新製品や新技術開発等を支援
補助交付実績 12件（35,270千円）
うち臨時交付金充当２件（12,000千円）
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実施状況の検証（目標の達成状況）

目標の達成状況の評価（全111事業）

評価区分
事業数
合計
(割合）

(参考)
R3割合

うち重点施策

Ⅰ持続的
発展

Ⅱ人材
確保・育成

Ⅲ新たな
挑戦 計

A［予定していた内容を上回る：100%以上］ 60
（54.1%） (54.4%) 5 4 10 19

（61.3%）

B［ほぼ予定通り：75%～100%］ 35
（31.5%） (31.3%) 2 4 3 9

（29.0%）

C［予定していた内容を下回る：50%～75%］ 9
（8.1%） (6.3%) 0 0 1 1

（3.2%）

D［予定していた内容を大きく下回る50%未満］ 7
（6.3%） (8.0%) 0 1 1 2

（6.5%）

合 計 111 7 9 15 31

ＡまたはＢ評価の事業が全体の85.6%（重点施策90.3%）を占めた。

AまたはB評価の事業が占める割合は、令和３年度と同程度となった。
（参考）ＡまたはＢ評価の事業 令和３年度計画 85.7％ 令和２年度計画 77.0％
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実施状況の検証（アウトカム目標の設定）

令和４年度実施計画においても、個々の事業における数値目標について、可能な限り「ア
ウトカム目標」を掲げるよう工夫した（77事業（69.4％）がアウトカム目標を設定）。

アウトカム目標の設定により、中小企業の活性化や滋賀県経済における「成果」に、より
着目した評価が可能となっている。

今後も、アウトカム目標の設定に努め、各事業を実施した結果、どのような成果があった
のかを把握することとし、各事業の内容や目標設定が実態と合っているか検証していく。

（令和４年度実施計画における目標の設定例）

・DXによる新たなビジネスモデルづくり事業＜重点Ⅱ＞…A評価
【アウトプット目標】プログラム実施回数 11回 ⇒【成果】11回
【アウトカム目標】参加企業においてデジタル技術を活用した新たな事業展開や

事業見直しの検討を開始した件数 15件 ⇒【成果】24件

・企業立地促進応援パッケージ＜重点Ⅲ＞…A評価
【アウトプット目標】企業訪問件数 100件 ⇒【成果】129件
【アウトカム目標】本社機能、研究開発拠点、マザー工場等の新設・増設 4件 ⇒【成果】 7件

・小規模事業経営支援事業費補助金 …C評価
【アウトプット目標】巡回指導件数60,000件/年、相談指導件数27,000件/年

⇒【成果】巡回指導45,902件/年、相談指導36,187件/年
【アウトカム目標】売上増加事業所数目標を達成した商工会等の割合75％ ⇒【成果】61％ 7



実施状況の検証（中小企業活性化推進基金の活用）

8

中小企業活性化推進基金を活用し、計画的・集中的に事業を実施した。
（基金充当 18事業、82,556千円）

（令和４年度基金事業の例）

・しがの産業生産性向上支援事業（5,360千円）…A評価
生産性向上を後押しするため、オンラインを交えた生産性向上支援インストラクターの企業等への
派遣やミニスクールの開催等を行った。
【アウトプット目標】インストラクターの企業等への派遣件数 8件 ⇒【成果】8件
【アウトカム目標】生産性の向上につながっている企業の割合 85% ⇒【成果】100％

・製造現場へのAI・IoT導入促進事業（9,436千円）…A評価
IoT機器等の導入補助、相談・マッチング支援等デジタルツールの普及を総合的に進めることにより、
新しい生活様式に対応した、足腰の強いモノづくり産業を構築するための基盤強化を図った。
【アウトプット目標】AI・IoT導入事業件数 8件 ⇒【成果】7件
【アウトカム目標】AI・IoT導入を具体的検討・決定した企業数 20社 ⇒【成果】30社

・小規模事業者DX活用支援事業（2,931千円）…C評価
商工会、商工会議所職員のDX推進支援のスキル向上を図った。
【アウトプット目標】DX活用支援リーダーの育成 27名 ⇒【成果】28名
【アウトカム目標】売上向上・新規顧客増加が進んだと感じた支援事業所70% ⇒【成果】29%



重点施策Ⅰ 中小企業の持続的な発展に向けた支援

小規模事業者等の経営の安定および向上に向けた支援

・制度融資、商工団体等の地域経済活性化のための取組支援等により、中小企業・小規模事業者の
資金繰り支援、各地域の実情に合わせた取組実施、支援体制強化等につながった。

・今後はゼロゼロ融資の返済が本格化するが、地域経済はコロナ禍の影響に加え、原油価格・物価高騰
の影響も受けている。小規模事業者等への継続した支援が必要。

重点施策ごとの評価・課題・今後の対応（重点施策Ⅰ）

新型コロナウイルスの影響を受けた中小企業、とりわけ小規模企業が危機を乗り越え活力を取り戻し、事業の
持続的な発展が図られるよう、経営の安定および向上に向けた支援に取り組んだ。【決算額 26,194,207千円】

事業継続計画(BCP)の策定支援

・BCPの策定や運用のポイントを学ぶ研修会を開催し、研修受講後BCPを策定した企業が増加した。
各事業所で策定の優先順位が低いこと等が課題。研修開催方法等を検討しながら、策定を支援していく。

地場産業の振興

・地場産業の新商品開発、販路拡大等の戦略的な取組みを支援し、海外展開に向けた知見を得る
ことができた事業者もいた。今後も、産地の将来を見据えた戦略的な取組を支援していく。

事業承継の促進

・事業承継ニーズ掘り起こし強化、研修事業および補助金事業を実施し、目標を上回る成果を得た。
原油価格・物価高騰等、厳しい事業環境の中で事業承継の優先順位が低い状況が続いているため、
引き続き、事業承継ニーズを掘り起こし、支援機関へつなげるかを工夫していく。
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重点施策Ⅱ 中小企業を支える多様な人材の確保・育成支援

重点施策ごとの評価・課題・今後の対応（重点施策Ⅱ）

多様な人材の確保

・しがジョブパーク、滋賀マザーズジョブステーションおよび滋賀県外国人材受入サポートセンターの
運営により、相談事業やマッチング支援等に取り組み、多様な人材の就業等につなげることができた。

・滋賀初の高等専門学校の設置に向けて、施設整備計画を含んだ基本構想1.0を策定した。

人生100年時代を見据え、誰もが活躍できる社会の構築に向け、企業において多様な人材が活躍できる働き方
改革や、経済団体との連携による支援などを通じた企業が求める人材を確保・活用する取組など、滋賀の中小企
業を担うひとづくりを一層進める支援に取り組んだ。 【決算額 355,285千円】

中小企業における働き方改革の推進

・社会保険労務士会による働き方改革に取り組もうとする企業のサポート診断や提案を支援。今後は、
更なる制度周知や出前説明会開催等により、働き方改革に取り組めていない企業等の掘り起こしを図る。

デジタルツール導入等による生産性向上や新たな事業戦略づくりの支援

・経営者・技術リーダー層を対象としたセミナー、先進企業の事例研究等を通じてＤＸ活用等を支援し、
目標を上回る成果を得た。今後は、ＤＸを継続して推進できる人材の育成等を支援していく。

大都市圏等からのＵＩＪターンや県内中小企業への人材還流の促進

・プロフェッショナル人材戦略拠点運営事業の運営等により、首都圏等から本県への移住就業や県外の
人材活用を支援した。今後も、情報発信や事例共有を強化し、県外からの人材定着等を支援していく。
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重点施策Ⅲ 次代を見据えた中小企業の新たな挑戦への支援

重点施策ごとの評価・課題・今後の対応（重点施策Ⅲ）①

イノベーション創出等のチャレンジへの支援

・近未来技術の実証実験への補助やオープンイノベーションに取り組み、社会実装・製品化等につなげ
た。今後も制度・成果を周知しながら、県内事業者等によるイノベーション創出等を支援していく。

本県を取り巻く経済・社会情勢が大きく変容する中、新分野への展開や業態転換、「ＣＯ₂ネットゼロ社会」の実
現、社会的課題の解決に繋がる新事業創出、産業界のDXの加速化、クラウドファンディングを活用した販路拡大
など、次代を見据えて新たな挑戦を行う中小企業の飛躍を支援した。 【決算額 472,029千円】

SDGsビジネスの創出

・ 企業へのヒアリング等により、社会的課題の発掘に取り組んだ。今後は、発掘した課題をビジネス
に繋げるための取組を進めていく。
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CO₂ネットゼロ社会の実現

・事業所の省エネ・再エネ等推進に取り組み、これらの事業により、温室効果ガス排出量の削減につな
がった。今後も、制度を工夫しながら、省エネ・再エネ等設備の導入等を支援していく。

海外市場の積極的な獲得に向けた支援

・補助事業の実施や、ジェトロ滋賀の支援により、企業の海外展開へのチャレンジを支援することがで
きた。今後も、ジェトロ滋賀等関係機関と連携し、県内企業の海外への販路開拓等を支援していく。

起業の支援

・地域の社会的課題の解決に繋がる起業の支援や大学発研究開発型ベンチャーの発掘・育成、女性の
起業に関するセミナー開催・情報サイト運営等に取り組んだ。今後も、支援制度の改善や情報の
周知強化により、県内の起業を支援していく。



重点施策Ⅲ 次代を見据えた中小企業の挑戦への支援

重点施策ごとの評価・課題・今後の対応（重点施策Ⅲ）②

県内への新規立地・再投資の促進

・企業訪問を積極的に行い、訪問件数はR3年度より増加した。企業からの相談等に対して、企業立地
サポートチームの協力を得ながら対応した結果、本社機能等の 新設・増設の目標を達成した。
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条例施行後10年間の中小企業活性化施策の総括・検証

・中小企業等実態調査（県内2,200事業所）や職員による企業訪問（504社）等を実施しながら、
10年間の施策の総括・検証等を行い、今後の取組等について中小企業活性化審議会から知事へ答申。

・中小企業を取り巻く社会情勢の変化等を踏まえ、施策をより効果的に推進するため、条例の一部改正
を検討する。

DX(ﾃﾞｼﾞﾀﾙ・ﾄﾗﾝｽﾌｫｰﾒｰｼｮﾝ)の促進

・マッチングプラットフォーム「滋賀県DX官民協創サロン」の運営に取り組み、民間企業等のDXの
取組を支援した。今後も、セミナー開催等によりサロンの認知度向上を図りながら、支援していく。

「シガリズム」の普及促進

・コンセプトに合った素材を掘り起こして磨き上げ等を行うことにより、新たな観光コンテンツを創出
した。今後も、さらなるコンテンツの創出に取り組むとともにターゲットに応じて様々な媒体を活用し、
機動的に情報発信を行っていく。



中小企業者、関係団体等および市町の意見を反映する取組

意見交換会等を再開し始めたことに加えて、令和４年度は、条例10年総括・検証等のために県職員によ
る企業訪問を実施したことから、前年度よりも意見交換等の実績は大幅に増加した。

【企業訪問】
令和４年度 ５０４件 ※オンラインでの意見交換等も随時実施
（令和元年度は１８３件、令和２・３年度は０件）

【関係団体等（商工会議所、商工会、信用金庫協会等）との意見交換会等】
令和４年度 ５９件 （令和３年度 ５０件）

【中小企業に対するアンケートの実施】
・経済団体による配布・回収により令和４年５～６月に実施。回答数は505件。
・中小企業等実態調査

【ワンストップ相談窓口の設置】
令和２年７月17日～５年３月31日設置。令和４年度は相談件数1,526件、訪問支援０件。

また、新型コロナウイルス感染症の影響が長引き、物価高騰等が事業者の活動に大きな影響を与える中
で、補正予算対応などに向けて必要な経済・雇用対策を検討するため、これまでと同様に、商工会や商
工会議所、金融機関、各種団体等との情報・意見交換を密にして、事業検討や運用改善につなげた。

中小企業者等の意見の反映（条例第12条）
県は、中小企業活性化施策の策定および実施に当たっては、中小企業者、関係団体等（中小企業に関係
する団体、大企業者、大学その他の教育研究機関および金融機関）および市町の意見を反映することが
できるよう必要な措置を講ずるものとしている。
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令和４年度中小企業活性化施策の総括

令和４年度は、新型コロナウイルス感染症対策や原油価格・物価高騰対策とともに、中小
企業の事業継続と、次代を見据えた新たな挑戦への支援に取り組んだ１年となった。

ＡまたはＢ評価の事業が全体の85.6%（重点施策90.3%）を占め、AまたはB評価の事業
が占める割合は、令和３年度と同程度となり、一定の成果を得た。
しかし、県内中小企業が置かれている状況は依然として厳しいことから、各事業の効果
や課題を踏まえて、より効果的な事業執行となるよう見直しを図っていく必要がある。

原油価格・物価高騰対策として、実施計画に掲載した事業に追加して、柔軟かつ機動的に、
資金繰り支援および消費喚起等に重点的に取り組むとともに、前向きな取組に対する補助
事業等を実施した。

商談会等の対面のイベント等が少しずつ再開したことに加えて、オンライン活用等の工夫
も拡大し、コロナ禍からの回復局面において様々な事業を実施することができた。

今後も、長期化するコロナ禍、原油価格・物価高騰や円安等への柔軟な対応による事業者
への支援や、未来を見据えた投資の促進に取り組んでいく必要がある。
こうした支援ニーズの多様化に対応していくために、事業者の声を重視しながら、体制や
手法を工夫して事業執行していくことが重要。
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